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1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013
雇用主 自営労働者 無報酬家内労働者
被雇用者 被雇用者のうち民間部門 被雇用者のうち政府部門
出所：行政院主計總處『105 年人力資源調査統計‐年報』表 15 歴年就業者之從業身分：

















比率が一番高く，直近の 2017 年では就業者総数の 80％近くが被雇用者で





が 10％前後と安定している。これに対して，自営業者は 1978 年 20％台で
あったのが 2017 年には 11.5％程度へと構成比率を大きく減少させた。無






































1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013
雇用主 自営労働者 無報酬家内労働者
被雇用者 被雇用者のうち民間部門 被雇用者のうち政府部門
出所：行政院主計總處『105 年人力資源調査統計‐年報』表 15 歴年就業者之從業身分：

















比率が一番高く，直近の 2017 年では就業者総数の 80％近くが被雇用者で





が 10％前後と安定している。これに対して，自営業者は 1978 年 20％台で
あったのが 2017 年には 11.5％程度へと構成比率を大きく減少させた。無
















































表 1-1．中華民国財政部『106年財政統計年報』各級政府歳入歳出及融資淨額：Table 1-1. Net










































表 2.1 産業別雇用形態別労働者数（1000 人）・産業別構成比（%)















向にあり，2017 年では 2.8兆新台湾ドル近くとなっている。但し GDP 比
で見た一般政府歳出純計総額は，この期間を通して 15〜20％程度にとど
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年以前，リーマンショックおよび台風被害 (Typhoon Morakot) の残る 2008




と 2001 年度では 3.0兆新台湾ドルであったが 2017 年には 6.2兆新台湾ド
ルへと増加している。うち中央政府分に限ってみると 2.8兆新台湾ドルか
ら 5.4兆新台湾ドルへの増加となっている。中央政府債務累積の GDP比
は，リーマンショック後の 2009年からピークとなる 2012 年度の 34％ま






台湾では，こうした公的債務法 (Public Debt Act) に基づく債務の他にも，
「資金の裏付けのない将来的債務 (Future Contingent Obligations)」の問題が深
刻になってきている。こうした債務は，いずれ公共支出の拡大要因として
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表 3.1 台湾での「資金の裏付けのない将来的債務 (Future Contingent Obligations)｣
の状況 2017 年月 30 日現在
出所：2017 Central Government Budget Overview
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2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
税収 手数料および補償金（indemnities） 公企業からの収入 財産収入 その他
出所 中華民国財政部『106年財政統計年報』「表 1-2．各級政府歳入淨額−按來源別分(1/2)





2003 年には 6％を超えることもあったが，近年は低下し，2007 年度では

























新台湾ドル，構成比で 2.8％，特別予算 15,7 億新台湾ドル，構成比で
0.7％となっている。徴収ベースでの国税と地方税としての区分では，税








3) 台湾財政部Ministry of Finance in the Republic of China (2018a) 40頁参照。
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3) 台湾財政部Ministry of Finance in the Republic of China (2018a) 40頁参照。













































収構成比を維持している。個人所得税の構成比は 2010 年の 18.8％から
2017 年の 21.5％へと増加した。法人所得税については，個人所得税より
も変動が見られるものの，リーマンショックの影響が和らいだ 2010 年の






るのであろうか。まずは所得総額 (AA) から①免税額 (exemption)，②控除
額 (deduction)，③基本生活費差額 (Basic Living Expense Difference) を引くこと








5) 台湾財政部Ministry of Finance in the Republic of China (2018b) 4頁。
6) 台湾財政部Ministry of Finance in the Republic of China (2018b) 1-2頁。
7) 中華民国 106 年度総合所得税決算結算申報書（一般）：2017 INDIVIDUAL
INCOME TAX RETURN OF THE REPULIC OF CHINA (General Form)
INSTRUCTIONS及び台湾財政部 Ministry of Finance in the Republic of China
(2018b) を参照した。
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準控除の金額が 7万 9千新台湾ドルから 9万新台湾ドルへと引き上げられた

























































準控除の金額が 7万 9千新台湾ドルから 9万新台湾ドルへと引き上げられた
ほか，賃金所得および障がい者への特別控除が 10万 8千新台湾ドルから 12
万 8千新台湾ドルへと引き上げが行われた。
図 3.6 社会保障支出統計での社会保険構成比 ％
内側　2015年
外側　2016年
全民健康保險 勞工 軍公教 國民年金及其他







































10) 保険対象者の所属分類は，第 1類 民間企業の会社員の他，被雇用者がいる
自営業者，公務員，職業軍人，専門職（弁護士や会計士なども含まれる），
第 2類 職業組合加入者（従業員のいない自営業者）など，第 3類 農民，漁
民，第 4類 兵役・代替役従事者，受刑者など，第 5類 社会扶助適用者，第
6類 退役軍人とその家族，その他の住民などに区分されている。
11) 第四類および第五類の平均保険料は 1,759新台湾ドル（2016年 1 月より）
であるが，政府により全額補助される。第六類の平均保険料は定額の 1,249




は被保険者 30％，適用事業所 35％，政府 35％，義務役軍人の場合は政府
100％などとなっている（詳細については，衛生福利部中央健康保険署
2016を参照）。
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1,106,680 −164,000 −361,954 =580,726
配偶者給与所得総額−配偶者基礎控除−配偶者給与所得控除=配偶者課税所得
223,724 −82,000 −104,000 =37,724
配偶者課税所得×税率−累進差額=配偶者納税額
37,724 ×5％ −0 =1,886
(総合課税所得−配偶者課税所得)×税率−累進差額=配偶者所得を除く納税額




32,046 −58,943 = 26,897（還付税額)
★納税義務者と配偶者および扶養家族の税務情報（申請資料あるいは前年確定申告資
料により作成）
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姓名 関係 統一身分証番号 生年 基礎控除額 障害者控除額 教育費控除額 幼児学前控除額
Ａ 本人 A1212*** 049 82,000
Ｂ 配偶者 B2424*** 051 82,000
合計控除額 164,000
★納税義務者と配偶者および扶養家族の所得情報（所得種類別列挙）
所得者 種類 源泉徴収額番号 所得総額 源泉徴収額
Ａ 給与 1234*** 881,092 45,818






Ａ 給与所得総額 881,002 控除可能額 104,000
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